
  民間投資活性化等のための中小企業・小規模事業者関係 税制改正概要 

全国で活躍する中小企業・小規模事業者の設備投資を強力に後押しするため、生産性向上に資する設備を導入した場
合の小規模事業者（個人事業主、資本金３０００万円以下法人）に対する税額控除割合の上乗せや、税額控除の利用可
能な法人の範囲の拡大等の拡充措置を講じた上で、現行措置を含め、適用期間を３年間延長。（平成29年3月31日まで） 

中小企業投資促進税制の拡充・延長 

少額減価償却資産の損金 
算入の特例の延長 

創業時の登録免許税の軽減
措置の創設 

中小企業の事業再生に係る登 
録免許税の軽減措置の創設 

パソコン、ソフトウエアなど３０万円未
満の少額資産の投資の促進等を図る
ため、適用期限を２年間延長。 

パソコン ソフトウエア 

30万円未満の資産の例 

全額損金
算入 

（合計300万円以下） 

産業競争力強化法（仮称）に基づく創業
支援事業計画の認定を受けた市区町村
内における、会社設立時の登録免許税
を半減する措置を創設。 

創業支援事業計画 

強
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経済団体 
NPO 等 

会社設立 

登録免許税半減 
資本金×0.7％→0.35％ 
＜最低税額＞ 
15万円→7.5万円 

産業競争力強化法（仮称）の再生
計画に基づく第二会社に係る会社
分割、事業譲渡の登録免許税の
軽減措置を創設。 

採算部門 

不採算部門 

採算部門 

経営困難な会社 
第二会社 

登録免許税軽減 
（例） 
分割設立 0.7％→0.5％ 
不動産移転 2％→0.4％ 

会社分割 
事業譲渡 

対象業種 ほぼ全業種
（娯楽業、風俗営業等を除く）

対象事業者 中小企業者等
（資本金１億円以下）

対
象
設
備

機械・装置 すべて（１台１６０万円以上）

器具・備品 電子計算機（複数台計１２０万円以上）
デジタル複合機（１台１２０万円以上）

試験又は測定機器（複数台計１２０万円以上）

工具 測定工具及び検査工具（複数台計１２０万円以上）

ソフトウェア 複数基計７０万円以上

貨物自動車 車両総重量３．５ｔ以上

内航船舶 取得価額の７５％

（現行措置）

特別償却
３０％

普通償却

【上乗せ措置】

特別償却割合
上乗せ

（即時償却）

１億円（資本金）

特別償却

１億円
（資本金）

税額控除

（現行措置）

税額控除
７％

控除割合
上乗せ
３％

3000万円

税額控除利用
法人の拡大

小規模企業

※２００％定率法の場合

５０％

２０％

（※）

７％

１０％

選択適用

現行措置 

○旧モデルと比べて、年平均１％以上生産性を

向上させるなど一定の要件に該当する以下

の設備 

・すべての機械装置（ソフトウエア組込型装置は最新モ

デル・一代前モデル、それ以外の装置は最新モデル） 

・サーバー、試験・測定機器（最新モデルのみ） 

・稼働状況等の情報を収集・分析・指示するソフ 

 トウエア（最新モデルのみ。生産性向上要件なし。） 

※適用は産業競争力強化法（仮称）の施行後 

上乗せ措置の対象となる設備 措置内容 
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